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東海再処理施設廃止措置段階における安全対策工事に係る変更申請時期について 

令和 2 年 5 月 8 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

1．はじめに

東海再処理施設の廃止措置段階における安全対策工事については、設計を早期に

進め、完了したものから廃止措置計画の変更申請を行うこととしていた。工事の実施に

影響を与えない範囲で変更申請時期を見直し、近い時期に別便での申請を予定してい

た案件をまとめて申請することとした。 

2．申請時期及び件数（別図 全体スケジュール参照） 

・令和２年７月：３件（安全対策方針の変更を含む）

・令和２年１０月：５件

・令和３年１月：２件

・令和３年４月：６件

以 上 

〈4/27 監視チームにおける議論のまとめ〉 
1. 安全対策に係る廃止措置計画変更認可申請について
〇分割申請のあり方検討

【資料１】 
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補正提出
変更申請

建家貫通配管等の点検評価

補正提出 北、東、西方面の工事完了
南方面（PP
フェンス）
の工事完了

変更申請

変更申請

変更申請

変更申請

変更申請

準備

工事

準備 工事

工事

準備 工事

工事

溢水対策の配管耐震
補強と合わせて設計
を実施する。

変更申請

基本設計

設計

地盤調査・実施設計
・津波漂流物防護柵設置工事（TVFと共通）
（津波漂流物に対し、HAW施設及びTVFを防
護するため防護柵を設置する）

・TVF設備耐震補強工事（冷却水配管耐震補強
（サポート追加設置））

・TVF一部外壁補強工事（構造上、津波波圧に
対し、強度が不足する一部の外壁にコンク
リートを増打補強する）

・第二付属排気筒耐震補強工事（排気筒基礎
部及びダクト架台を補強する）

優先度Ⅰ-2　TVFを地震や津波から防護するための安全対策

6 7 8

R2年度 R3年度 R4年度

第1 第3第2
10 119

第2 第3
12 1 2 3

第4

優先度Ⅰ-１　HAW施設を地震や津波から防護するための安全対策
補正にて工事申請を
行う。

備考第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
第1

R元年度

第4
1 2

HAW,TVF建家健全性評価

優先度Ⅱ-２　TVFの重大事故対処関連工事

TVF事故対処有効性評価

TVF建家健全性評価

優先度Ⅰ-１　HAW施設を地震や津波から防護するための安全対策

優先度Ⅰ-２　TVFを地震や津波から防護するための安全対策

優先度Ⅱ-１　HAW施設の重大事故対処関連工事

3 4

◎HAW津波防護対策方針

5

HAW事故対処有効性評価

代表漂流物の妥当性評価

◎漂流物設定

◎HAW建家健全性評価（波力、余震重畳）

○HAW事故対処の方法、設備及びその
　有効性評価

シール性能評価

補正内容調整

・主排気筒の耐震補強工事（HAW・TVFへの
波及影響の防止のため筒身の下部及び上部
（一部）にコンクリートを増打補強する）

優先度Ⅳ　その他施設（約40施設）の対策検討（津波・地震・その他事象）

応答解析

代表漂流物選定

○TVF事故対処の方法、設備及びその
　有効性評価

○HAW・TVF建家健全性評価（竜巻・森林火
災

調整設計

準備

・HAW一部外壁補強工事（構造上、津波波圧
に対し、強度が不足する一部の開口部周辺の
外壁にコンクリートを増打補強する）

変更内容調整

①　地震による損傷の防止

応答解析

優先度Ⅲ　HAW、TVFのその他事象等に対する安全対策

準備

評価結果を踏まえ必
要に応じて補正・変
更申請を実施する。

【安全対策設計、工事】

【安全対策方針等】

防護対策方針決定

設計

評価結果を踏まえ、
必要に応じて代表漂
流物を見直し変更申
請に反映する。

HAW建家健全性評価

基本方針策定

全体スケジュール策定

◎HAW施設周辺地盤改良工事（T21トレンチ
含む）（HAW施設周辺の埋戻土をコンクリー
ト置換し、地盤を強固にすることで耐震性を
向上させる）

○TVF建家健全性評価（波力、余震重畳）

実施項目

◎HAW耐震評価（建家・設備）T21トレンチ
含む

建家評価・影響評価

◎安全対策実施全体スケジュール

◎基本方針

○TVF耐震評価（建家・設備）

準備

設計

②　津波による損傷の防止

工事準備

工事

設計
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6 7 8

R2年度 R3年度 R4年度

第1 第3第2
10 119

第2 第3
12 1 2 3

第4
備考第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

第1

R元年度

第4
1 2 3 4 5

実施項目

変更申請

変更申請

変更申請

変更申請

変更申請

工事

変更申請

変更申請

変更申請

変更申請

その他の漂流物となり得る設備等の固縛等

スケジュールについては進捗等に応じて適宜見直すものである。

工事準備

準備 工事

準備 工事

準備

工事準備・製作

工事準備

工事準備

工事準備・製作

優先度Ⅱ-1　HAW施設の重大事故対処関連工事

・TVF制御室の換気対策工事（全電源喪失時の
可搬型設備（ブロワ、フィルタ）による制御
室の換気対策）

計画策定 処置の実施

設計・TVF溢水対策工事（配管耐震補強、被水防止
板設置、蒸気遮断弁設置）

設計

準備・工事

・その他施設（約40施設）の対策検討（津
波・地震・その他事象）（必要に応じて実
施）

評価結果を踏まえ必
要に応じて設計、変
更申請、対策工事を
実施する。

容器の固縛・移動等の処置

・漂流物となり得る設備等の固縛・移動・撤
　去
UO3，低放射性固体廃棄物の固縛処置

優先度Ⅳ　その他施設（約40施設）の対策検討（津波・地震・その他事象）

設計

・事故対処設備配備場所地盤補強工事（重大
事故対処設備の配備場所（プルトニウム転換
管理棟駐車場）を地震に耐え得る地盤に改
良）

・HAW建家の竜巻対策工事（飛来物の建家内
侵入防止のため建家窓の鉄板による閉止措置
の実施）

ウラン貯蔵所

第２ウラン貯蔵所、第一、第二低放射性固体廃棄物貯蔵場

工事

・TVF内部火災対策工事（動力系安全系ケーブ
ルの1号系、2号系統間の間仕切りによる系統
分離）

工事

設計

設計

優先度Ⅲ　HAW、TVFのその他事象等に対する安全対策

設計

設計不要なものは先
行して配置する。

・TVF事故（高放射性廃液蒸発乾固）に係る対
策（可搬設備の分散配置、冷却水コイル及び
受入槽、濃縮液槽等への直接注水に係る接続
口の設置、影響緩和策としてセルへの導出に
かかるインテーク弁の改造）

・HAW事故（高放射性廃液蒸発乾固）に係る
対策（可搬型設備の分散配置、冷却水コイル
及びHAW貯槽への直接注水に係る接続口の追
加設置等）

優先度Ⅱ-2　TVFの重大事故対処関連工事

設計不要なものは先
行して配置する。

上記対策のうち、実
施可能なものとして
先行実施する。

設計

・TVF建家の竜巻対策工事（飛来物の建家内侵
入防止のため建家窓の鉄板による閉止措置の
実施）

設計

設計

保安林解除・PP設備対応
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）周辺の地盤改良工事について 

 

令和 2 年 5 月 8 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

1．はじめに 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）周辺の地盤改良工事については、早期に対策を実施す

る必要があることから、５月末に予定している補正に含めることとして準備を進めてお

り、並行して契約手続きを実施している。工事の概要及び工程について、別紙のとおり

整理した。（詳細については、第39回東海再処理施設安全監視チーム会合（4/27開催）

の資料3-2別添 高放射性廃液貯蔵場(HAW)及び配管トレンチ(T21)周辺の地盤改良工

事（176～192/351ページ）参照） 

 

2．工事概要 

・配管トレンチ（T21）を含む高放射性廃液貯蔵場（HAW）周辺地盤を置換コンクリートに

より改良する。 

・高放射性廃液貯蔵場（HAW）については、地盤の拘束効果による建物の接地率及び接

地圧の向上を、配管トレンチ（T21）については、躯体の曲げ及びせん断力に対する耐

震性の向上を目的としている。 

・現在契約手続き中であり、開札を6/16に予定している。工区を２つに分け、第１工区に

ついては令和２年７月から、第２工区については令和２年１０月から着手予定である。 

 

3．新型コロナウイルスの影響 

・契約手続きについて、大きな影響はない見込み。 

・工事期間について、人員・材料の手配に支障をきたす場合、工期延伸の可能性があ

る。 

 

以 上 

〈4/27 監視チームにおける議論のまとめ〉 
1. 安全対策に係る廃止措置計画変更認可申請について 
〇７月からの工事の確実な実施に関する説明 

【資料２】 
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日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報告） 

による核燃料サイクル工学研究所再処理施設への影響について 

再処理廃止措置技術開発センター 

令和 2年 4月 30日 

令和 2 年 4 月 21 日付で内閣府が公表した「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モ

デルの検討について（概要報告）」において、日本海溝・千島海溝最大クラスの津波

断層モデルをもとに実施された津波シミュレーション計算に基づく各地の海岸沿い

における津波の高さ、浸水域が示された。 

これに示された茨城県沿岸の浸水域を見ると、核燃料サイクル工学研究所再処理施

設（東海再処理施設）に当該津波は到達しないことが確認できる（別紙参照）。 

また、「日本海溝・千島海溝沿いの最大クラスの津波による浸水想定」は茨城県

浸水想定津波（L2 津波）を下回ることを確認した。

〈4/27 監視チームにおける議論のまとめ〉 
2. 安全対策（津波対策）について
①津波対策の基本的考え方について
〇「千島海溝沿いの巨大地震モデル」を踏まえた津波の検討

【資料３】 
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東海再処理施設における漂流物防護対策について 【抜粋】 

 

 

 

 

 

令和２年５月８日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

資料 2-7 

【概要】 

漂流物防護対策として、建家外壁においては、波力及び余震との重畳に対して

増し打ちの対策により防護するが、漂流物については、漂流物の種類や大きさによ

っては建家外壁だけで防護することは困難となるため、津波漂流物防護柵の設置

により、建家外壁への漂流物の衝突を軽減又は防止する対策を行う方針とした。 

〈3/11 監視チームにおける議論のまとめ〉 

2. 安全対策（津波）に係る個別の検討事項について

③ 津波漂流物の選定を踏まえた津波防護の影響評価

【資料４】〈4/27 監視チームにおける議論のまとめ〉 

2. 安全対策（津波対策）について

 ② 津波対策で示すべき事項について

　　・代表漂流物に選定した小型船舶19ｔの保守性について
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東海再処理施設における漂流物防護対策について 

１．漂流物防護方針 

廃止措置段階にある東海再処理施設においては、リスクが特定の施設に集中し

ており、高放射性廃液に伴うリスクが集中する高放射性廃液貯蔵場（以下、HAW施

設）とこれに付随するガラス固化技術開発施設（以下、TVF）については、廃止措置

計画用設計津波（以下、設計津波）に対し、建家内へ浸水しないよう個別に対策し、

安全を確保する方針である。 

建家外壁においては、波力及び余震との重畳に対して増し打ちの対策により防

護するが、漂流物については、漂流物の種類や大きさによっては建家外壁だけで

防護することは困難となるため、津波漂流物防護柵の設置等の対策により、建家

外壁への漂流物の衝突を軽減又は防止する対策を行う。 

船舶や車両等の大型の漂流物に対しては、津波漂流物防護柵の設置等の対策

により捕捉し、建家外壁への到達を防止し、流木や瓦礫等の比較的小型の漂流物

は、建家外壁に到達することを考慮した防護方針とする。 

漂流物を全て建家外壁で耐え得るように、建家外壁を増し打ちする場合は、外

壁厚さが増すため建家構造への影響が大きくなる。その場合は、建家構造の変更

に伴う耐震性の再評価を要し、外壁以外の補強が必要となった場合には、設計・

工事に更に時間を要するものと考えられることから、早期の実現性は低い。 

このため、津波漂流物防護対策としては、津波漂流物防護柵による対策をとる

こととし早期の実現を目指す。 

２．防護対象建家 

津波漂流物防護対策による防護対象建家は、以下の通り。 

・HAW 施設

・TVF

３．代表漂流物について 

津波漂流物調査結果から、別添１の代表漂流物を選定した。 

なお、選定した代表漂流物については、軌跡解析等の結果を踏まえた妥当性の

検証を令和 2 年 10 月末までに実施する。代表漂流物に変更が生じる場合は漂流

物防護対策の設計へ反映する。 

４．津波漂流物防護柵について 

漂流物防護対策として、一般港湾設備で既に適用事例のある津波漂流物防護

柵 ※１の設置を検討している。津波漂流物防護柵では船舶や車両などの大型の漂
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流物を捕捉するものとし、選定した代表漂流物の種類、重量、遡上津波の津波高さ、

流速に応じて、津波漂流物対策施設設計ガイドラインに従い設計を実施する。 

なお、流木や瓦礫等の比較的小型の漂流物については建家外壁まで到達する

おそれがあるため、これらの漂流物荷重が外壁に作用することを考慮する。 

※１ 津波漂流物防護柵については、小型船舶、車両、コンテナ、木材などの津波

漂流物に対し、鋼管支柱と捕捉スクリーン（金属製ワイヤーロープ等）を使用し

た津波漂流物防護柵を配置し、特定の建家への漂流物の衝突を防止する。一

般港湾設備での津波漂流物防護柵の設置実績では漁船（排水トン数約 60 ト

ン）を対象とした施工事例がある。

津波漂流物防護柵は、漂流物が衝突した際に支柱が衝撃を吸収し、さらに

ワイヤーロープが衝撃を緩和することで漂流物を捕捉するものである。構造概

要図を図１に示す。また、一般港湾設備における施工実績を添付-1 に示す。 

５．津波漂流物防護柵の設計基準 

津波漂流物防護柵の設計にあたっては、「耐津波設計に係る工認審査ガイドの

制定について」（平成２５年６月１９日 原子力規制委員会決定）において、漂流物

による荷重を算定する際の設計根拠として参照されている「津波漂流物対策施設

設計ガイドライン」 (財)沿岸技術研究センター、(社)寒地港湾技術研究センター

（平成 26 年 3 月）（以下「漂流物設計ガイドライン」という。）を適用して行う。 

設計にあたっては、支柱は主な再処理施設の支持地盤である砂質泥岩層又は

強固に改良した地盤に設置し、廃止措置計画用設計地震動（以下「設計地震動」

という。）に対する耐震性を確保する。また、支柱については、漂流物が１本の支

柱へ直接衝突する最も厳しい条件において、ある程度塑性変形を生ずる場合であ

っても支柱としての機能を保持し、隣接する支柱が弾性範囲内で防護柵を支持す

る設計とする。 

６．津波漂流物防護柵の配置について 

津波漂流物防護柵の配置にあたっては、漂流物に対する障害物として期待で

きる建家を考慮する。 

HAW 施設北側に隣接する分離精製工場は、設計地震動による地震力や設計

津波による波圧、漂流物の衝突を考慮した場合においても倒壊しない見通しであ

り、令和 2 年 11 月までに行う詳細評価において十分な構造強度を有することを確

認したうえで、漂流物に対する障害物として期待する。分離精製工場を障害物と

期待した場合の津波漂流物防護柵の配置検討案を図２に示す。 

一方、分離精製工場をはじめとしたHAW施設、TVF以外の施設については、設

計津波により浸水した場合の環境への影響評価を令和 2 年 7 月までに行う予定

であり、評価の結果、環境への影響が大きくなる場合は、設計津波に対して所要
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の対策を実施することとしており、評価結果を踏まえて漂流物防護柵の配置検討

に反映し、令和 3 年 1 月に廃止措置計画の変更を行う。 

消波ブロックの配備については、漂流物防護柵を設置するまでの間、一時的処

置として検討したが、現地製造に時間を要し ＊早期の設置が期待できず、津波漂

流物防護柵による対策を早期に実現させる方針とする。 

＊ 消波ブロック 40ｔ、約 80 個、工期 8 ヵ月 

以 上 
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表 代表漂流物 

種類 代表漂流物 
重量 

（ｔ） 

建物･設備 水素タンク※1 約 30 

流木 
防砂林 

（直径：約 0.3m×高さ：約 10m） 
約 0.55 

船舶 小型船舶 
約 57.0※2 

（排水トン数） 

車両 中型バス 約 9.7 

※1 令和 2年 9月までに撤去予定の不稼働設備（内部は窒素で置換済み）

※2 船舶の重量は「津波漂流物対策施設設計ガイドライン」に基づき、総トン数（約

19.0ｔ）の 3 倍に相当する排水トン数（約 57.0ｔ）とした。なお、小型船舶は

総トン数 20 トン未満の船舶であり、総トン数 19 トンを超える小型船舶が入港

することも考えられる。船舶等の大型の漂流物は防護柵で捕捉することから、

防護柵の設計裕度を 20 トン相当にすることにより保守性を確保する。 

別添 1 
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